














































































年調査」）と比較して△5 万 5971 事業所、8.1％減少している。従業者数では、96１万 2367 人
では、9 万 1532人、1.0％増加となっています。（図１、表１） 
  このうち、民営事業所について産業大分類別に事業所数を見ると、「卸売業, 小売業」が 15 万 
5422 事業所（構成比 24.7％）と最も多く、次いで「宿泊業, 飲食サービス業」8万 8398事業所
（同 14.0％）、「 不動産業,物品賃貸業」5万 8881事業所（同 9.4％）の順となっており、この
上位 3 の産業で全体の 5割近くを占めています。実数の推移を見ると、24年調査では 16産業が
減少、1産業のみ増加しましたが、26 年調査で は 12産業が増加し、5産業が減少しています。
（図２、表２） 
 民営事業所数についてもう少し細かく見ると、24年調査からは増加しており、中でも、「卸売
業, 小売業」が全体の約 4 分の 1 を占めています。（表２） 
 また、産業大分類別に民営事業所数を見ると、「卸売業, 小売業」が 15万 5422事業所（構成
比 24.7％）と最も多く、次いで「宿泊業, 飲食サービス業」8万 8398事業所（同 14.0％ 、「 不
動産業,物品賃貸業」5万 8881事業所（同 9.4％）の順となっており、この上位 3 つの産業で全
体の 5割近くを占めています。 実数の推移を見ると、24年調査では 16 産業が減少、1 産業のみ
増加したが、26 年調査で は 12 産業が増加し、5 産業が減少しています。（図２、表２） 
民営事業所について経営組織別に事業所数を見ると、「会社」が 41万 2248 事業所（構成比 65.5％）
と最も多く、「個人」の 17万 7894 事業所（同 28.3％）の 2倍以上となっている。 
  一方、従業者数を見ると、「会社」が 758 万 4250人（構成比 83.0％）と全体の 8割以上を占め、次い
で「会社以外の法人」102万 252 人（同 11.2％）、「個人」52 万 4487 人（同 5.7％）、「法人でない団体」1













































































人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
平成 21年 694,212 9,520,835 5,791,957 3,702,902 317 4,352 14 766,868 684,895 9,046,553 5,502,381 3,518,196 757,551 9,317 474,282 289,576 184,706
24年 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 627,357 8,655,267 5,220,831 3,396,365 701,848 ‐ ‐ ‐ ‐




































































































































































































































































































































































（平成 26年/平成 24年）                  （平成 24 年/平成 21 年） 
 
 表３ 産業大分類別従業者数（民営） 
平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％
Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 629,700 627,357 684,895 100.0 100.0 100.0 2,343 0.4 △57,538 △ 8.4
Ａ～Ｂ 農林漁業 482 462 491 0.1 0.1 0.1 20 4.3 △29 △ 5.9
Ｃ 鉱業, 採石業, 砂利採取業 98 52 77 0.0 0.0 0.0 46 88.5 △25 △ 32.5
Ｄ 建設業 40,587 42,564 47,235 6.4 6.8 6.9 △1,977 △ 4.6 △4,671 △ 9.9
Ｅ 製造業 45,741 50,051 59,851 7.3 8.0 8.7 △4,310 △ 8.6 △9,800 △ 16.4
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 424 376 394 0.1 0.1 0.1 48 12.8 △18 △ 4.6
Ｇ 情報通信業 21,403 21,792 25,690 3.4 3.5 3.8 △389 △ 1.8 △3,898 △ 15.2
Ｈ 運輸業, 郵便業 15,540 16,718 19,471 2.5 2.7 2.8 △1,178 △ 7.0 △2,753 △ 14.1
Ｉ 卸売業, 小売業 155,422 154,578 168,224 24.7 24.6 24.6 844 0.5 △13,646 △ 8.1
Ｊ 金融業, 保険業 11,222 10,758 11,294 1.8 1.7 1.6 464 4.3 △536 △ 4.7
Ｋ 不動産業, 物品賃貸業 58,881 58,658 61,643 9.4 9.4 9.0 223 0.4 △2,985 △ 4.8
Ｌ 学術研究, 専門・技術サービス業 41,165 41,024 46,198 6.5 6.5 6.7 141 0.3 △5,174 △ 11.2
Ｍ 宿泊業, 飲食サービス業 88,398 88,820 97,600 14.0 14.2 14.3 △422 △ 0.5 △8,780 △ 9.0
Ｎ 生活関連サービス業, 娯楽業 46,387 46,173 49,606 7.4 7.4 7.2 214 0.5 △3,433 △ 6.9
Ｏ 教育, 学習支援業 17,582 16,330 17,132 2.8 2.6 2.5 1,252 7.7 △802 △ 4.7
Ｐ 医療, 福祉 46,517 39,701 38,490 7.4 6.3 5.6 6,816 17.2 1,211 3.1
Ｑ 複合サービス事業 1,779 1,773 1,994 0.3 0.3 0.3 6 0.3 △221 △ 11.1




























































































































































































































































































































































平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％
Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 9,140,353 8,655,267 9,046,553 100.0 100.0 100.0 485,086 5.6 △391,286 △ 4.3
Ａ～Ｂ 農林漁業 3,978 3,585 3,947 0.0 0.0 0.0 393 11.0 △362 △ 9.2
Ｃ 鉱業, 採石業, 砂利採取業 1,890 465 2,284 0.0 0.0 0.0 1,425 306.5 △1,819 △ 79.6
Ｄ 建設業 457,259 468,233 500,812 5.0 5.4 5.5 △10,974 △ 2.3 △32,579 △ 6.5
Ｅ 製造業 697,375 706,624 921,523 7.6 8.2 10.2 △9,249 △ 1.3 △214,899 △ 23.3
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 27,280 30,953 29,051 0.3 0.4 0.3 △3,673 △ 11.9 1,902 6.5
Ｇ 情報通信業 826,367 786,859 852,562 9.0 9.1 9.4 39,508 5.0 △65,703 △ 7.7
Ｈ 運輸業, 郵便業 455,492 467,518 502,095 5.0 5.4 5.6 △12,026 △ 2.6 △34,577 △ 6.9
Ｉ 卸売業, 小売業 2,039,730 1,920,451 1,918,756 22.3 22.2 21.2 119,279 6.2 1,695 0.1
Ｊ 金融業, 保険業 404,153 414,185 408,422 4.4 4.8 4.5 △10,032 △ 2.4 5,763 1.4
Ｋ 不動産業, 物品賃貸業 338,897 343,789 349,257 3.7 4.0 3.9 △4,892 △ 1.4 △5,468 △ 1.6
Ｌ 学術研究, 専門・技術サービス業 465,960 422,454 437,805 5.1 4.9 4.8 43,506 10.3 △15,351 △ 3.5
Ｍ 宿泊業, 飲食サービス業 856,262 852,433 896,676 9.4 9.8 9.9 3,829 0.4 △44,243 △ 4.9
Ｎ 生活関連サービス業, 娯楽業 346,789 349,804 366,073 3.8 4.0 4.0 △3,015 △ 0.9 △16,269 △ 4.4
Ｏ 教育, 学習支援業 369,706 322,331 343,301 4.0 3.7 3.8 47,375 14.7 △20,970 △ 6.1
Ｐ 医療, 福祉 789,639 644,732 578,769 8.6 7.4 6.4 144,907 22.5 65,963 11.4
Ｑ 複合サービス事業 37,769 19,966 22,650 0.4 0.2 0.3 17,803 89.2 △2,684 △ 11.8
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 1,021,807 900,885 912,570 11.2 10.4 10.1 120,922 13.4 △11,685 △ 1.3
産業大分類
従業者数
実数 構成比 平成26年/平成24年 平成24年/平成21年
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②  企業も含む個人情報保護意識の高まり。 
 ② オートロックマンションやセキュリティ強化型オフィスの登場による立入困難。 
③  広報の不足による低認知度。 
④  調査項目の多様化、複雑化と各種の統計調査の錯綜による記入者負担の増加。 


































平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％
総数 629,700 627,357 684,895 100.0 100.0 100.0 2,343 0.4 △57,538 △ 8.4
個人 177,894 189,905 215,082 28.3 30.3 31.4 △12,011 △ 6.3 △25,177 △ 11.7
法人 449,319 434,707 466,812 71.4 69.3 68.2 14,612 3.4 △32,105 △ 6.9
会社 412,248 402,536 434,782 65.5 64.2 63.5 9,712 2.4 △32,246 △ 7.4
会社以外の法人 37,071 32,171 32,030 5.9 5.1 4.7 4,900 15.2 141 0.4
法人でない団体 2,487 2,745 3,001 0.4 0.4 0.4 △258 △ 9.4 △256 △ 8.5
経営組織
事業所数









































年代 総数 男 女
10代 1 1
20代 158 93 65
30代 232 73 159
40代 654 110 544
50代 827 191 636
60代 2284 917 1367
70代 2117 1222 895



















































































































































































 「経済統計なぜブレる」との見出しで、平成 26年第 3四半期のＧＤＰの実質伸び率が速報値の
マイナスから改定値でプラスに転じたとの記事が新聞に大きく掲載されました。ＧＤＰがマイナ
ス 0.8からプラス 1.0に反転したことで国の政策をも左右しました。ＧＤＰは特に重要な統計調
査でありますが、そのほかにも個人消費を巡って経済財政諮問会議の場で財務大臣から家計調査
の精度が批判されました。統計調査の結果は各種政策の立案において、そのエビデンスとして中
央省庁だけでなく地方でも当然利用しています。また、学術研究や民間企業においても同様と考
えます。経済関連統計の実施の一端を担う立場として、微力ながら創意工夫をして信頼される結
果を得られるよう努力していきたいと考えます。 
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